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は　じ　め　に

　子どもを取り巻く環境は、高齢化・核家族化の進行、情報化社会の進展などにより大きく 

変化しています。近年では、特にスマートフォンの急速な普及により、インターネットを

介した新たなコミュニティが構築され、私たちの生活に大きな影響を与えています。これ

らの情報機器や情報通信ネットワークの発達に伴い、私たちの暮らしはより豊かにそして

便利になる一方で、青少年の健全な成長を阻害するおそれのある有害な情報が氾濫し、様々

なサイトを通じて子どもたちが犯罪に巻き込まれるトラブルが多く発生しています。また、

新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により、日常生活や学校等における様々な活動

にも変化がありました。

　このような社会状況の中、墨田区では、次代を担う青少年が健やかに成長し、地域社会

の一員として幅広く活躍することを願い、行政と区民が一体となって新しい生活様式にも

対応した青少年の非行防止・健全育成活動に取り組んでいます。

　本来、子どもは家庭や地域で温かく見守られながら社会との関わりの中で、自己を形成し、

地域社会の一員としての自覚を培い、成長していくものです。しかしながら、家庭の多様

化や地域社会におけるコミュニケーションの希薄化傾向の中で、青少年をめぐる諸般の問

題を考えるとき、家庭・学校・地域の連帯感の形成に向けての取組がこれまで以上に求め

られてきます。

　そこで、健全育成の活動に携わる方々の指針となるよう、本年度も墨田区青少年問題協

議会での審議の結果、「令和６年度墨田区青少年対策基本方針」を定めました。

　青少年関係機関及び団体並びに関係者におかれましては、青少年活動を進めるに当たり、

この方針に沿って青少年の非行・被害防止並びに健全育成活動を積極的に推進されますよ

うお願いいたします。

　令和６年７月

 墨田区青少年問題協議会
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令和６年度　墨田区青少年対策基本方針
１ 趣旨

　今日の青少年をめぐる問題は、高齢化・核家族化の進行、情報化社会の進展等を背景に複雑化・
深刻化しており、とりわけ、メディア環境の急速な変化に伴い、インターネットの長時間利用に
よるネット依存や SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）などをきっかけに、いじめ
や性被害、さらには「闇バイト」への応募から犯罪に巻き込まれるなどといったトラブルが大き
な社会問題となっている。
　また、薬物に絡む重大事故の発生や乱用、児童虐待の増加、生活困窮世帯に属する子どもの貧
困に加え、子ども・若者自身が介護者（ヤングケアラー）となり、勉学や生活などに支障を来す
事態も生じている。さらに、成年年齢が 18 歳に引き下げられたことに伴い、社会経験や知識等が
少ない若者をターゲットにした消費者被害の拡大が懸念されていたところ、新型コロナウイルス
感染症の感染症法上の扱いが５類相当となったことで日常生活や学校等における様々な制限から
解放されたことも相まって、若者を取り巻く社会環境の変化は激しさを増し、青少年の意識や行
動にも少なからず影響を与え、様々な問題として現れてきている。
　こうした中、昨年 12 月には、こども基本法に基づく「こども大綱」が定められ、全てのこども
や若者が将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、こども・若者施策
を総合的に推進するための体制が整備された。
　どのような環境の中でも、いつの時代においても、青少年の健全な育成は、われわれ大人の責
務であり、本区としても、青少年の心の変化や新しい生活様式にも対応した青少年健全育成・非
行防止活動を、家庭、学校、地域、関係機関・団体が一体となって展開していくとともに、区が
掲げる「暮らし続けたいまち、働き続けたいまち、訪れたいまち」の実現に向けて、「人と人との
つながり」を強め、地域力を高めていくため、青少年の健全育成をより一層推進していく必要が
ある。
　このような認識に立ち、青少年の健全育成活動の指針とするため、令和６年度の「墨田区青少
年対策基本方針」を策定する。

２ 令和６年度の基本的考え方
　〔ひきこもり・ニート〕

　平成 27 年に内閣府が実施した「若者の生活に関する調査」では、15 ～ 39 歳までのひきこもり
状態（妊娠や病気等による場合を除き外出頻度が比較的低い状態が６か月以上）の者は、全国で
約 54.1 万人と推計されている。また、令和５年のこども家庭庁による年次報告（旧「子供・若者
白書（内閣府）」。以下「年次報告」という。）によると、同年代の若年無業者（ニート）は、令和
４年は 74 万人であり、前年とほぼ横ばいの、依然として高い水準となっている。このように、若
者の社会的自立の遅れは深刻であり、その対策や自立性・社会性を育む取組が求められている。
　また、青少年が被害者・加害者となる凶悪な事件が後を絶たず発生していることからも、これ
まで以上に家庭、学校、地域、関係機関・団体が連携・協力しながら子どもを見守る体制を整え
ていく必要がある。

　〔インターネット利用・SNS〕
　「令和４年度 青少年のインターネット利用環境実態調査（内閣府）」によると、青少年の 98.5％
がインターネットを利用しており、小学生から高校生における１日のインターネット平均利用時
間は 280.5 分で５年前と比べて 121.2 分増加している。
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　このような中、SNS などに起因したいじめや犯罪が依然として後を絶たず発生しているほか、
インターネット上には有害情報が氾濫し、青少年の健全な育成を阻害する要因が多く潜んでいる。
　これらのトラブルを未然に防止するため、区内の小中学校では、SNS 学校ルールを設ける等の
メディア教育に取り組んでいる。また、学校だけではなく、まずは、家庭において、子どもと十
分に話し合い、子どもとの共通理解のもとに、各家庭でのルールをつくることが大切であるため、
家庭内でのメディア教育に取り組めるよう、保護者や地域の方々をはじめ、広く区民に対して啓
発活動を行っていくことが求められている。

　〔不登校・いじめ・自殺〕
　文部科学省が実施した「令和４年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸問題に関
する調査結果」によると、全国における「小・中学校における不登校児童生徒数」は前年度から
22.1％、10 年連続で増加している。これは、児童生徒の休養の必要性を明示した「義務教育の段
階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」の趣旨の浸透の側面等による
保護者の学校に対する意識の変化も考えられるが、長期化するコロナ禍による生活環境の変化に
より生活リズムが乱れやすい状況が続いたことや、学校生活において様々な制限がある中で交友
関係を築くことが難しかったことなど、登校する意欲が湧きにくい状況にあったこと等も背景と
して考えられる、と同調査において考察されている。
　同調査による「いじめの認知件数」は、令和２年度に大幅に減少したものの翌年度は再び増加
に転じ、令和４年度は前年度比 10.8％増で過去最多となっている。これは、部活動や学校行事な
どの様々な活動が再開されたことにより接触機会が増加するとともに、いじめ防止対策推進法に
おけるいじめの定義やいじめの積極的な認知に対する理解が広がったこと、SNS 等のネット上の
いじめについての積極的な認知などによると考えられる、と同調査において考察されている。
　厚生労働省の自殺の統計によると、令和４年の全国の小・中学生、高校生の自殺者数は前年度
比 41 人増加して過去最多の 514 人となり、引き続き対策が求められている。
　いじめ問題について、区では、各学校における「学校いじめ防止基本方針」の策定や、インター
ネットを活用した匿名による報告相談、こころとからだの WEB 健康観察、すみだスクールサポー
トセンターが実施する 24 時間対応の「いじめ相談窓口」のほか、毎月 10 日を「すみだ　いじめ
防止の日」として意識啓発を図るなど、いじめの防止や早期発見に取り組んでいるところである。
　また、不登校やひきこもり、自殺の問題については、本人が抱える様々な問題を理解するとと
もに、立ち直り等の支援をしていく必要があり、いじめ問題とともに、今後も家庭、学校、地域、
関係機関・団体が連携した対応が求められている。

　〔薬物乱用〕
　薬物乱用防止については、近年、覚醒剤・大麻・危険ドラッグなどといった違法薬物に加え、
市販薬の過剰摂取が広がるなど、乱用薬物の多様化、規範意識の低下、携帯電話・インターネッ
トなどの普及により、薬物乱用の拡大、低年齢化が憂慮されている。
　年次報告によれば、令和４年中に覚醒剤事犯により検挙された 30 歳未満の者は 877 人で長期
的に減少傾向にある一方、大麻事犯で検挙された 30 歳未満の者は平成 26 年から増加に転じ、令
和４年中の検挙人員は 3,765 人となり、検挙人員全体の７割ほどを占めている。また、危険ドラッ
グについては、その乱用者の検挙人員に占める 30 歳未満の者の割合は、57.6％であった。
　年次報告では、大麻は、他の規制薬物に比べ若年層割合が高く、その背景として「大麻には有
害性がない」等の誤情報の流布や一部の国において嗜好用大麻を合法化した国際的な潮流等が影
響していると考えられる、と考察している。
　そのような状況の中、薬物乱用の実態把握やインターネット上の違法・有害情報の削除など、
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撲滅に向け様々な対策が進められており、危険ドラッグをはじめとする薬物乱用の防止に向けた
啓発活動の更なる充実が求められている。また、東京都は「東京都安全安心まちづくり条例」に
おいて、危険薬物に関する情報の共有化を図るなどの取組を行っており、新たな危険薬物の乱用
の根絶に向けた取組の推進が求められている。

　〔子どもの貧困〕
　子どもの貧困問題については、厚生労働省が実施した「令和４年 国民生活基礎調査」によると、
17 歳以下の子どもの貧困率は 11.5％と 8.7 人に１人が貧困の状況にある。貧困家庭における子ど
もの中には、十分な学習や娯楽等の機会が制約されるなど、社会的体験が希薄であり、将来への
希望が持てなくなる例が見受けられ、非行や犯罪につながることもあるため、貧困家庭を社会全
体で支えていくことが求められている。区では、将来を担う子どもが健やかに成長するよう、必
要な環境整備を図り、オールすみだで子どもの笑顔があふれるまちをめざすため、「墨田区子ども
の未来応援取組方針」に基づき「子どもの貧困対策」を進めている。

　〔児童虐待・ヤングケアラー〕
　「令和５年の犯罪情勢（警察庁）※」によると、児童虐待については、児童虐待又はその疑いが
あるとして警察から児童相談所に通告した児童数は年々増加しており、令和５年は前年比で 6.1％
増の 122,806 人と過去最多を記録した。その態様別では、心理的虐待が 90,761 人と全体の 73.9％
を占めている。また、児童虐待事件の検挙件数については、2,385 件と、前年比 9.4％増加し、過
去最多となっており、その態様別では、身体的虐待が 1,903 件と全体の 79.8％を占めている。（※
令和５年の数値は、暫定値。）
　令和２年度に国が実施した「ヤングケアラーの実態に関する調査研究報告書」によると、世話
をしている家族が「いる」と回答した子どもは、中学２年生で 5.7％、全日制高校２年生で 4.1％
であり、その中には世話をしていても自分のやりたいことへの影響は特にないと回答した子ども
が半数いる一方で、家族への世話を「ほぼ毎日」している中高生は５割弱であった。また、令和
３年度に小学生及び大学生を対象にして同様の調査を行った報告書によると、世話をしている家
族が「いる」と回答した小学６年生は 6.5％、大学３年生で 6.2％であった。
　区では、児童相談所とも連携し、児童虐待に関する相談を含め子育て全般に関する相談体制の
整備を図るなど、被害防止に向けた取組を推進しているが、今後は福祉・介護・医療・子育て・
教育関係機関の連携によるヤングケアラーの早期発見と適切な支援へつなげる取組も求められて
いる。

　〔青少年の犯罪動向〕
　青少年による犯罪動向については、警視庁の統計によると、令和５年中、都内において検挙・
補導された非行少年の数は4,312人で、前年に比べ274人（6.8％）増加した。うち、刑法犯少年は3,347
人で、前年に比べ 305 人（10.0％）増加し、特別法犯少年は、796 人で前年に比べ 121 人（17.9％）
増加した。非行少年は平成 22 年からの減少傾向であったが、令和５年は増加に転じた。不良行為
少年は、平成 30 年から令和３年まで減少傾向であったが、令和４年は大幅に増加し、令和５年は
横ばいで推移している。行為別では、深夜はいかいが 20,530 人で最多で、前年に比べ 215 人（1.1％）
増加した。非行少年の主な特徴として、大麻事犯の検挙人員は 147 人で前年に比べ 49 人増加して
いる。特殊詐欺の検挙人員は、100 人で前年に比べ 53 人減少しているが、少年の特殊詐欺の再犯
者率は 59.0％で、少年の刑法犯全体の再犯者率（33.2％）と比べて非常に高い状況である。あわせて、
初発型非行の一つである万引きの検挙・補導人員は 1,061 人で前年に比べて 171 人増加しており、
学識別では小学生が 413 人で最も多くなっており、全体に占める小学生の割合が 38.9％となって
いる。
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　また、最近の青少年の犯罪の傾向として、闇バイトと称する犯罪行為が社会問題となっており、
知人や先輩などによる勧誘、SNS やインターネット掲示板、求人サイト等で「高収入」「高額報酬」

「高額バイト」「簡単な仕事」と甘い誘いで仕事が募集され、窃盗や強盗などの重大事件に加担し
てしまう可能性があり、青少年の非行防止に対する取組への理解と活動の推進が求められている。
警視庁では、学校や各関係機関と積極的に連携し、セーフティ教室など青少年の健全な育成を阻
害する行為及び青少年の犯罪被害防止に取り組んでいる。

　以上のような状況から、区では、平成 30 年度に「墨田区子ども・若者計画」を策定し、墨田区
における子ども・若者育成支援施策の一層の推進を図っている。また、本年度は次の５つの重点
目標を設定し、上記の課題に取り組むこととする。

３ 重点目標
⑴　健全な明るい家庭づくりを進めよう
⑵　青少年の社会参加を促進しよう
⑶　社会環境の浄化推進に努めよう
⑷　家庭、学校、地域、関係機関・団体の連携を強めよう
⑸　青少年の非行・被害防止運動を推進しよう

目標  １ 健全な明るい家庭づくりを進めよう

　家庭は、子どもを健全に育成するための重要かつ基本的な場である。子どもが日常生活を通して、
社会の一員としての自覚を持った自律的な人間となるよう、親が規範意識を育むお手本となり、基
本的な「しつけ」や「社会のルール」などを理解させるとともに、家族のふれあいを深め、安らぎ
のある明るい家庭づくりを推進する。
⑴　子どもは親の鑑、自ら規範意識を持ち真剣に生きる姿を見せよう。
⑵　家族が互いに理解し合えるよう、何でも話し合える雰囲気づくりを常に心がけよう。
⑶　家族一人ひとりが家族の一員として自覚を高め、家事の分担などそれぞれの役割を担おう。
⑷　保護者は家庭教育について積極的に関わり、家庭教育の重要性について理解を深めよう。
⑸　やってはいけないことや間違った行為は、しっかり正そう。
⑹　元気良く「あいさつ」ができるように、親が子どもにしつけよう。
⑺　 「いじめは、絶対に許されない」ことを家庭内で子どもにしっかりと理解させ、いじめの兆候等

子どもの様子をよく観察して見守ろう。
⑻　 「早寝　早起き　朝ごはん」を実践して、子どもに基本的な生活習慣を身に付けさせ、「気力・ 

体力・学力」の向上につなげよう。
⑼　 家族や親子で地域行事などに積極的に参加するなど、共同体験を豊かにし、家族のふれあいを

深めよう。
⑽　 テレビの過剰な視聴、ネット依存（モバイルゲームやスマートフォン等の過度な利用等）につ

いて話し合い、生活習慣が乱れないように規則正しい生活を家庭内で心がけよう。
⑾　 インターネットやスマートフォン等の利用について、家庭内でのルールづくりやフィルタリン

グサービスの活用に努めよう。
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目標  ２ 青少年の社会参加を促進しよう

　青少年は、社会との関わりの中で自己を形成し、社会の一員としての自覚を深め人間性豊かに成
長していくものである。青少年が様々な社会活動に自主的に参画して、社会奉仕や勤労の意義と喜
びを体験することは、自立心や協調性などを培う上で大切なことから、地域社会活動参加への働き
かけやジュニア・リーダー等の育成、青少年グループの自主的活動を促進する。
⑴　 青少年団体や青少年関係施設等の活動を通して、自律性と社会性を培い、「生きる力」を育成す

るとともに、仲間を思いやり、助け合うことの大切さを学ばせよう。
⑵　 子どもたちの声に耳を傾け、自主性が尊重され、生き生きとした地域活動が展開されるよう援

助しよう。
⑶　自然への愛を育み、地域社会の環境美化をはじめ、環境問題への関心を高めよう。
⑷　ボランティア活動への認識を広めて、その参加を促進し、奉仕の精神を養おう。
⑸　 職場体験学習などの場を提供し、地域産業への理解を深めるとともに、社会人・職業人として

自立できるよう支援しよう。
⑹　 地域社会でスポーツ・レクリエーション・芸術文化活動などの体験活動を充実し、青少年の積

極的な参加を促進しよう。

目標  ３ 社会環境の浄化推進に努めよう

　青少年を取り巻く社会環境は刺激的な要素が多く、成長の過程にある青少年の心に与える影響は
多大である。区、関係機関・団体及び地域住民は一体となって、「非行を許さない」・「犯罪の被害者
や加害者にならない」・「事故のない」、明るい、安全・安心なまちづくりを目指して地域環境の浄化
を推進する。
⑴　 不健全図書類等の販売実態を把握し、啓発活動を行うとともに、有害なチラシやポスターを一

掃しよう。
⑵　 インターネット上で、「有害情報」などの閲覧や書込み、情報発信をすることがないよう、その

適正な使用について、家庭で注意をすることが基本であり、地域ではその啓発活動を進めよう。
⑶　青少年が自主的に活動し、利用することのできる「居場所」づくりを進めよう。
⑷　 「地域防犯パトロール」活動や「すみだこどもの 110 番」運動を積極的に実施し、青少年の安全

を確保しよう。
⑸　 交通マナーを普及させ、交通災害から青少年を守り、違法駐車や放置自転車等のない安全なま

ちにしよう。

目標  ４ 家庭、学校、地域、関係機関・団体の連携を強めよう

　子どもの豊かな人間形成を図り、社会の担い手として成長していくために、家庭、学校、地域は
それぞれの役割を理解し、その機能を補完し合うなど、青少年健全育成上の課題の把握や解決に向け、
連携をより一層強化していくとともに、関係機関・団体とも連絡調整を図る。
⑴　家庭、学校、地域、関係機関・団体は、情報交換を密にし、日頃から相互の理解を深めよう。
⑵　学校は、地域との連携・協力を深め、地域社会の活動に協力しよう。
⑶　 保護者や地域住民、育成リーダーは、「地域の子どもはみんなわが子」の気持ちで子どもたちに

接しよう。
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⑷　 「いじめは決して許されない」「いじめを傍観しているのは、いじめているのと同じだ」という
ことを子どもたちに教えるとともに、子どもの小さな変化を見逃がさず、関係者は一体となって、
いじめの未然防止、早期発見、早期解決に向けて努力しよう。

⑸　 親の子育て不安解消に向けた取組を地域で進めるとともに、関係機関の子育て支援の一層の充
実を図ろう。

⑹　 子どもの権利侵害を防止するための啓発活動を進め、保護を必要とする子どもや家庭への支援
の充実を図るとともに、児童虐待など地域で気になることがあれば、子育て支援総合センター
や児童相談所等に連絡（通報）しよう。

⑺　学校内や登下校時における子どもたちの安全確保のための活動を推進しよう。
⑻　 「あいさつや声かけ」が子どもたちを守り育て、そして地域に根ざした運動になるように取り組

もう。
⑼　 若年無業者やフリーター、ひきこもりの問題が深刻化していることから、放課後学習の推進や

特別支援教育の充実を図るなど、子どもたちの発達段階に応じた教育、支援を行い、社会で自
立した生活を送る上での基本や学習内容の定着を図ろう。

⑽　 子どもの将来が、その生まれ育った状況によって左右されることなく、平等に教育を受ける機
会や様々な体験の機会を得られるよう、必要な環境整備を図り、オールすみだで子どもたちを
支援しよう。

⑾　家庭、学校、関係機関・団体等は連携して、不登校の予防・早期対応及び解消に取り組もう。

目標  ５ 青少年の非行・被害防止運動を推進しよう

　青少年による非行や問題行動は、依然として憂慮すべき状況が続いていることから、青少年の 
非行防止に対する様々な取組への理解を深め、関係機関・団体、地域住民は、その防止のために、
なお一層多様な活動を推進する。
⑴　 暴力団が区民の生活等に不当な影響を与える存在であることを認識し、青少年が暴力団と関係

を持ち被害に巻き込まれないように、区や青少年関係機関・団体が一体となり、啓発活動など
を展開しよう。

⑵　 犯罪被害防止とともに、加害者にもならないよう、SNS 等のコミュニティサイトの利用が危険
と隣り合わせであることを認識させ、他人への誹謗中傷や有害情報の書込み防止など、インター
ネット上のルール・マナーを守るよう啓発活動を進めよう。

⑶　 危険薬物等に対する区民の理解を深めるとともに、販売等の情報を知り得た場合は情報提供を
行えるよう、「危険ドラッグ」等の有害性や危険性について正しい知識の普及・啓発に取り組もう。

⑷　性非行の防止及び性行動の低年齢化を防止するために、正しい知識の情報提供を行おう。
⑸　青少年が非行に陥らないよう、不良行為等の問題行動の早期発見、立ち直り支援に取り組もう。
⑹　 「一声運動」や「地域懇談会」など、地域での地道な活動を積み重ねながら、区民の非行・被害

防止意識を高めよう。
⑺　 「万引き、自転車窃盗、自動販売機荒らしは犯罪である」ということを子どもたちに認識させ、 

「しない・させない・見逃さない」ように、地域で見守りを強めよう。
⑻　 国が提唱する「青少年非行・被害防止推進強調月間」、「社会を明るくする運動強調月間」等に併せ、

引き続き関係者の連携を強化し、啓発活動に取り組もう。
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墨田区青少年問題協議会委員
会長　墨田区長 山　 本　　　 亨

区議会議員（条例第２条第４項第１号）（４名）
あ べ よしたけ
高 橋 正 利
船　橋　けんご
中 村 あきひろ

学識経験者（条例第２条第４項第２号）（23 名）
　区立小学校長会会長（業平小学校長） 伊　 藤　 康　 次
　区立中学校長会会長（竪川中学校長） 稲　 垣　 吉　 実
　高等学校長代表（都立両国高等学校長） 金　 田　 裕　 治
　私立幼稚園連合会会長（向島文化幼稚園長） 吉　 川　 宜　 範
　区立小学校 PTA 協議会会長（中川小学校 PTA 会長） 矢　 澤　 大　 輔
　区立中学校 PTA 連合会会長（竪川中学校 PTA 会長） 中　 山　 善　 光
　青少年委員協議会会長 小　 野　 俊　 一
　少年団体連合会会長 小　 澤　 裕　 二
　スポーツ推進委員協議会会長 島　 田　 泰　 子
　民生委員・児童委員協議会会長 鎌　形　由美子
　本所防犯協会会長 廣　 田　 健　 史
　向島防犯協会会長 岩　田　庸一郎
　保護司会会長 有　 馬　 慶　 子
　墨中地区青少年育成委員会委員長 西　 村　 紀　 子
　本中地区青少年育成委員会委員長 白　 石　祐　 一
　両中地区青少年育成委員会委員長 山　 口　 仁　 美
　竪中地区青少年育成委員会委員長 阿　 部　 修　 三
　錦中地区青少年育成委員会委員長 小　 林　 厚　 子
　吾嬬二中地区青少年育成委員会委員長 坂　 井　 正　 廣
　寺中地区青少年育成委員会委員長 堀　 口　 義　 晃
　文花中地区青少年育成委員会委員長 市　 川　　　 清
　桜堤中地区青少年育成委員会委員長 長 谷 川　　　 豊
　吾嬬立花中地区青少年育成委員会委員長 吉　 澤　 利　 雄
関係行政機関の職員（条例第２条第４項第３号）（７名）
　警視庁本所警察署長 山　 本　 英　 治
　警視庁向島警察署長 北　 川　 雅　 俊
　東京都江東児童相談所長 栗　 原　　　 博
　墨田公共職業安定所長 佐　 藤　 慎　 也
　東京家庭裁判所主任家庭裁判所調査官 歌　 川　 晃　 議
　東京保護観察所保護観察官 清　 水　 晴　 美
　向島労働基準監督署長 石　井　美佐子
区の職員（条例第２条第４項第４号）（６名）
　副区長 岸　 川　 紀　 子
　教育委員会教育長 加　 藤　 裕　 之
　産業観光部長 郡　 司　 剛　 英
　福祉保健部長 浮　 田　 康　 宏
　福祉保健部保健衛生担当部長 杉　 下　 由　 行
　子ども・子育て支援部長 酒　 井　 敏　 春

（令和６年７月１日現在）
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墨田区青少年問題協議会条例

（設置）
第 １条　地方青少年問題協議会法（昭和28年法律第83号）第１条の規定に基づき、区長の附属機関

として、墨田区青少年問題協議会（以下「協議会」という。）を置く。
（組織）
第２条　協議会は、会長及び45人以内の委員をもって組織する。
２　会長は、区長をもって充てる。
３　協議会に副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。
４　委員は、次に掲げる者につき、区長が委嘱し、又は任命する。

（1）区議会議員
（2）学識経験を有する者
（3）関係行政機関の職員
（4）区の職員

（委員の任期）
第３条　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
２　委員は、再任されることができる。
３ 　委員は、委嘱され、又は任命された時における前条第４項各号に掲げる身分を失ったときは、 

第１項の規定にかかわらず、委員の身分を失う。ただし、区長が特に必要と認めるときは、この
限りでない。

４ 　区長は、委員に職務遂行上の支障があり、又は委員としてふさわしくない行為があったと認め
るときは、第１項の規定にかかわらず、協議会の意見を聴いて、委員を解任することができる。

（会長及び副会長の権限）
第４条　会長は、協議会を代表し、会務を総理する。
２　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。
３ 　会長及び副会長にともに事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員が会長の職務を代

理する。
（招集）
第５条　協議会の会議は、区長が招集する。
（定足数及び表決数）
第６条　協議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。
２ 　協議会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところに

よる。
（専門委員会）
第 ７条　協議会の審議事項等について専門の事項を調査させるため、協議会に専門委員会を置くこ

とができる。
（委任）
第８条　この条例の施行について必要な事項は、墨田区規則で定める。
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墨田区青少年問題協議会条例施行規則

（目的）
第 １条　この規則は、墨田区青少年問題協議会条例（昭和30年墨田区条例第２号。以下「条例」と

いう。）に基づき、墨田区青少年問題協議会（以下「協議会」という。）の運営に関し必要な事
項を定めることを目的とする。

（委員）
第２条　条例第２条第４項第３号の関係行政機関の職員は、次に掲げる者とする。

（1）本所警察署長
（2）向島警察署長
（3）東京都江東児童相談所長
（4）墨田公共職業安定所長
（5）東京家庭裁判所主任家庭裁判所調査官
（6）東京保護観察所保護観察官
（7）向島労働基準監督署長

２　条例第２条第４項第４号の区の職員は、次に掲げる者とする。
（1）副区長
（2）教育長
（3）産業観光部長
（4）福祉保健部長
（5）福祉保健部保健衛生担当部長
（6）子ども・子育て支援部長

（協議会の会議）
第３条　協議会の会議は、随時必要に応じて開催するものとする。
（議案の提出）
第 ４条　委員は、議案を提出しようとするときは、文書によりその件名、提出理由及び必要な資料

を協議会の会議の開催７日前までに会長に提出するものとする。
（専門委員会の所掌事項）
第 ５条　専門委員会は、会長の命を受け、協議会の施策に反映させるため、次に掲げる事項につい

て調査を行う。
（1）青少年を取り巻く環境の浄化に関すること。
（2）青少年の健全育成に関すること。
（3）その他青少年問題に関すること。

（専門委員会の構成等）
第６条　専門委員会の構成その他必要な事項は、会長が別に定める。
（協議会及び専門委員会の庶務）
第 ７条　協議会及び専門委員会の庶務は、墨田区教育委員会事務局地域教育支援課において処理 

する。
（委任）
第８条　この規則の施行について必要な事項は、区長が定める。

����������ቚ⏣༊㟷ᑡᖺᑐ⟇ᇶᮏ᪉㔪�LQGG����� ���������������������



12

ᨭᨭ


ㅎ
ၥ

ጤ
ဨ

᥎
㐍
᪉
ἲ

᥎
㐍
᪉
ἲ

䚷
䠄
䠎
䠅
䚷
㟷
ᑡ
ᖺ
ጤ
ဨ

䚷
䠄
䠏
䠅
䚷
䠬
䠰
䠝
㛵
ಀ
⪅

䚷
䠄
䠐
䠅
䚷
ಖ
ㆤ
ྖ

䚷
䠄
䠑
䠅
䚷
Ẹ
⏕
䞉
ඣ
❺
ጤ
ဨ

䚷
䠄
䠒
䠅
䚷
ᰯ
㛗
ཬ
䜃
⏕
ά
ᣦ
ᑟ

௵

䚷
䞉
Ꮚ
䛹
䜒

⫱
ᡂ
ᅋ
య

䚷
䠄䠔
䠅䚷
䛭
䛾


ά ື

䚷
䞉
㟷
ᑡ
ᖺ
㛵
ಀ
ᶵ
㛵

䚷
䞉
㟷
ᑡ
ᖺ
ᅋ
య

䚷
䞉
ᆅ
ᇦ
ᅋ
య

㟷
䚷
ᑡ
䚷
ᖺ
䚷
ᑐ
䚷
⟇
䚷
㛵
䚷
ಀ
䚷
⤌
䚷
⧊
䚷
ᅗ

ά ື

㼇ᆅ
ᇦ
⤌
⧊
ά
ື
㼉

ጤ ဨ
ጤ ဨ

䚷
䠄
䠓
䠅
䚷
㟷
ᑡ
ᖺ
ᅋ
య
௦
⾲
⪅

ᑓ
㛛
ጤ
ဨ


ྛ
ᆅ
ᇦ
ఫ
Ẹ

ቚ
䚷
⏣
䚷
༊
䚷
㛗

༊
䚷
㛵
䚷
ಀ
䚷
㒊
䚷
ㄢ

ቚ
䚷
⏣
䚷
༊
䚷
Ẹ

㟷
ᑡ
ᖺ
⫱
ᡂ
ጤ
ဨ


䖂
タ
⨨
㻌㻌
㻌㻌
㻌䚷
䚷
༊
ෆ
㻝
㻜
୰
Ꮫ
ᰯ
ᆅ
ᇦ
༢

㻌㻌

䚷
䠄
䠍
䠅
䚷
⏫

௦
⾲
⪅

ጤ ဨ
 ⟇

䖂
ᵓ
ᡂ
ဨ

ቚ
⏣
༊
㟷
ᑡ
ᖺ
ၥ
㢟
༠
㆟


۔
タ
⨨
ࠉ
ࠉ
ቚ
⏣
༊
㟷
ᑡ
ᖺ
ၥ
㢟
༠
㆟


ࠉ
ࠉ
ࠉ
ࠉ
ࠉ
᮲

➨
㸯
᮲

ᇶ
࡙
ࡃ

۔
ᵓ
ᡂ
ဨ
ࠉ
ྠ
᮲

➨
㸰
᮲

ᇶ
࡙
ࡃ

䚷
䠄
䠍
䠅
䚷

㛗
䠄
ቚ
⏣
༊
㛗
䠅

䚷
䠄
䠎
䠅
䚷
༊
㆟

㆟
ဨ
䠄
䠐
ྡ
䠅

⟅
⏦
䞉
ព
ぢ
ල
⏦

䚷
䠄
䠑
䠅
䚷
༊
⫋
ဨ
䠄
䠒
ྡ
䠅

䚷
䠄
䠏
䠅
䚷
Ꮫ
㆑
⤒
㦂
⪅
䠄
䠎
䠏
ྡ
䠅

ᣦ ♧
ሗ ࿌

ᣦ ♧

䚷
䠄
䠐
䠅
䚷
㛵
ಀ
⾜
ᨻ
ᶵ
㛵
䠄
䠓
ྡ
䠅

����������ቚ⏣༊㟷ᑡᖺᑐ⟇ᇶᮏ᪉㔪�LQGG����� ���������������������



13

ᖺ㱋

ᖺ
௧䠎 ௧䠏 ௧䠐 ௧䠑 ௧䠒

⏨ 㻢㻘㻡㻣㻣 㻢㻘㻠㻟㻢 㻢㻘㻝㻡㻟 㻡㻘㻤㻥㻠 㻡㻘㻣㻠㻟

ዪ 㻢㻘㻟㻟㻥 㻢㻘㻞㻡㻠 㻡㻘㻥㻠㻠 㻡㻘㻢㻞㻞 㻡㻘㻠㻣㻝

ィ 㻝㻞㻘㻥㻝㻢 㻝㻞㻘㻢㻥㻜 㻝㻞㻘㻜㻥㻣 㻝㻝㻘㻡㻝㻢 㻝㻝㻘㻞㻝㻠

⏨ 㻡㻘㻡㻠㻤 㻡㻘㻡㻡㻟 㻡㻘㻡㻤㻤 㻡㻘㻡㻠㻡 㻡㻘㻢㻝㻣

ዪ 㻡㻘㻝㻣㻝 㻡㻘㻞㻞㻡 㻡㻘㻞㻥㻡 㻡㻘㻟㻣㻥 㻡㻘㻠㻥㻝

ィ 㻝㻜㻘㻣㻝㻥 㻝㻜㻘㻣㻣㻤 㻝㻜㻘㻤㻤㻟 㻝㻜㻘㻥㻞㻠 㻝㻝㻘㻝㻜㻤

⏨ 㻞㻘㻢㻝㻠 㻞㻘㻢㻟㻠 㻞㻘㻢㻣㻤 㻞㻘㻣㻞㻡 㻞㻘㻣㻠㻤

ዪ 㻞㻘㻠㻥㻢 㻞㻘㻡㻡㻡 㻞㻘㻡㻞㻣 㻞㻘㻡㻞㻥 㻞㻘㻠㻥㻡

ィ 㻡㻘㻝㻝㻜 㻡㻘㻝㻤㻥 㻡㻘㻞㻜㻡 㻡㻘㻞㻡㻠 㻡㻘㻞㻠㻟

⏨ 㻞㻘㻢㻝㻡 㻞㻘㻡㻢㻥 㻞㻘㻡㻢㻡 㻞㻘㻢㻠㻡 㻞㻘㻢㻡㻥

ዪ 㻞㻘㻡㻞㻝 㻞㻘㻠㻢㻢 㻞㻘㻠㻠㻤 㻞㻘㻡㻝㻡 㻞㻘㻡㻣㻣

ィ 㻡㻘㻝㻟㻢 㻡㻘㻜㻟㻡 㻡㻘㻜㻝㻟 㻡㻘㻝㻢㻜 㻡㻘㻞㻟㻢

⏨ 㻤㻘㻤㻜㻜 㻤㻘㻣㻡㻝 㻤㻘㻣㻠㻠 㻥㻘㻝㻞㻟 㻥㻘㻢㻠㻣

ዪ 㻤㻘㻥㻣㻢 㻤㻘㻣㻠㻠 㻤㻘㻣㻝㻞 㻥㻘㻟㻣㻣 㻥㻘㻢㻥㻟

ィ 㻝㻣㻘㻣㻣㻢 㻝㻣㻘㻠㻥㻡 㻝㻣㻘㻠㻡㻢 㻝㻤㻘㻡㻜㻜 㻝㻥㻘㻟㻠㻜

⏨ 㻞㻢㻘㻝㻡㻠 㻞㻡㻘㻥㻠㻟 㻞㻡㻘㻣㻞㻤 㻞㻡㻘㻥㻟㻞 㻞㻢㻘㻠㻝㻠

ዪ 㻞㻡㻘㻡㻜㻟 㻞㻡㻘㻞㻠㻠 㻞㻠㻘㻥㻞㻢 㻞㻡㻘㻠㻞㻞 㻞㻡㻘㻣㻞㻣

ィ 㻡㻝㻘㻢㻡㻣 㻡㻝㻘㻝㻤㻣 㻡㻜㻘㻢㻡㻠 㻡㻝㻘㻟㻡㻠 㻡㻞㻘㻝㻠㻝

㻞㻣㻠㻘㻤㻥㻢 㻞㻣㻡㻘㻢㻠㻣 㻞㻣㻡㻘㻣㻞㻠 㻞㻣㻥㻘㻥㻤㻡 㻞㻤㻠㻘㻡㻡㻡

㻝㻤㻚㻣㻥㻑 㻝㻤㻚㻡㻣㻑 㻝㻤㻚㻟㻣㻑 㻝㻤㻚㻟㻠㻑 㻝㻤㻚㻟㻞㻑

䠄༢䠙ே䠖ྛᖺ䠍᭶䠍᪥⌧ᅾ䠅

ቚ⏣༊䛾㟷ᑡᖺேཱྀ᥎⛣

⥲䚷䚷䚷䚷ே䚷䚷䚷䚷ཱྀ

⥲ேཱྀ䛻༨䜑䜛ྜ

䠌䡚䠑ṓ

䠒䡚䠍䠍ṓ
䠄ᑠᏛ⏕䠅

䠍䠎䡚䠍䠐ṓ
䠄୰Ꮫ⏕䠅

䠍䠑䡚䠍䠓ṓ
䠄㧗ᰯ⏕䠅

䠍䠔䡚䠎䠐ṓ

⥲䚷䚷䚷ィ

����������ቚ⏣༊㟷ᑡᖺᑐ⟇ᇶᮏ᪉㔪�LQGG����� ���������������������



14

令和５年度　墨田区青少年健全育成区民大会 大会宣言

　次代を担う青少年の健やかな成長は、われわれ大人の願いであり責務でもあります。
　本日、墨田区青少年健全育成区民大会に参加した私たちは、青少年の健全育成に向けて
力を合わせて取り組む決意を新たにするとともに、家庭、学校、地域そして行政、関係機関・
団体等が、それぞれの役割及び責任を果たしつつ、この取組を進める決意をこめ、次のよ
うに宣言します。

一 　子どもたちに社会のルールを理解させ規範意識をはぐくむとともに、家族のふれあい
を深め、「早寝　早起き　朝ごはん」など健康で規則正しい生活を身につけさせ、明るい
家庭づくりに努めます。

一 　地域の子どもはみんなわが子という気持ちで子どもたちを見守り育て、豊かな人間関
係を育むため「あいさつや声かけ」を行い、これが地域に根差した運動になるよう積極
的に取り組みます。

一 　家庭、学校、地域、行政などと連携し、不登校やいじめ、児童虐待などの早期発見と
適切な対応に努め、子どもたちが安心して生活できる地域環境づくりを行います。また、
子どもたちに人権の大切さを教え、いじめや虐待の未然防止に努めます。

一 　「地域防犯パトロール」活動、「すみだこどもの１１０番」運動、「有害環境点検調査」 
など、子どもたちの安全確保と青少年を取り巻く有害な社会環境浄化の取組を積極的に
推進します。

一 　スマートフォン等の使用にあたり、利用時間制限や有害サイトアクセス制限など、 
家庭でのルールづくりを推進し、他人への誹謗中傷、犯罪被害等防止のため、インター 
ネット上のルール・マナーを守るよう啓発に努めます。

一 　薬物乱用防止に関する啓発活動を推進するとともに、合法と称して販売されている 
「危険ドラッグ」などの有害性や危険性について、正しい知識の普及啓発に取り組みます。

　令和５年 11 月

 墨田区青少年健全育成区民大会
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令和６年７月 発行

　　令和６年度 墨田区青少年対策基本方針

発　　行　墨田区青少年問題協議会

事 務 局　墨田区教育委員会事務局地域教育支援課

 墨 田 区 吾 妻 橋 １ － ２ ３ － ２ ０

 電話  ０３（５６０８）６５０３（直通）
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